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特別支援教育における主体的・対話的で深い学びを実現するための
ICT 機器の利活用に関する研究 ～自立活動の視点に着目して～                            

千葉県総合教育センター 

                               特別支援教育部 

                            指導主事 石井 喜規 

                           研究指導主事 土肥 靖人 

                          研究指導主事 稲村 由則 

研究指導主事 飯島  晃 

                          指導主事 小糸 早紀 

１ 主題設定の理由 

文部科学省は、「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議報

告」(令和３年１月)の中で、「ICT の利活用等により教育の質の向上を図るこ

と」を示すとともに、特別支援教育における ICT 活用の視点として、「教科指

導の効果を高めたり情報活用能力の育成を図ったりするために ICT を活用す

る視点」と「障害による学習上又は生活上の困難さを改善・克服するために ICT

を活用する視点」（自立活動の視点）の二つの視点を明示した。これを受け、

第３次千葉県特別支援教育推進基本計画では、GIGA スクール構想が打ち出さ

れる中、障害のある子供たちの ICT の効果的な利活用により、学びをどう深め

るかも喫緊の課題とされており、ICT の利活用による教育の質の向上を図って

いくことの必要性が示された。 

このような状況の中、文部科学省が実施した調査「令和４年度学校における

教育の情報化の実態等に関する調査結果（特別支援学校）」において、大項目

Ｂ「授業に ICT を活用して指導する能力」では、全国平均 71.2％なのに対し、

千葉県は 70.3％と平均を下回っていることが報告された。同調査「令和４年

度中に ICT 活用指導力の各項目に関する研修を受講した教員の割合」でも、全

国平均 70.4％に対し、千葉県は 31.3％と低い数字が示されている。 

これらの現状を踏まえ、特別支援教育における自立活動の視点に着目した

ICT 機器の利活用に関するモデルケースを提案することで、 ICT 機器の効果的

な利活用を推進し、幼児児童生徒の主体的・対話的で深い学びの実現を図りた

いと考えた。 

２ 研究の目的 

(1)県内の特別支援教育において、 ICT 機器の自立活動の視点に着目した効果  

的な利活用により、主体的・対話的で深い学びを実現する。 

(2)ICT 機器の利活用に関するモデルケースを提案し、教職員の ICT 機器利活用

の状況と、子供たち一人一人の学びをどのように深めているか検証する。 

３ 研究計画 

  本研究は、令和６年度から令和７年度までの２年計画とする。 

令和６年度 

（１年次） 

○調査研究協力員会議の実施 

【年間３回】 

・６月 28 日・11 月 22 日・１月 31 日 

○質問紙調査及び調査結果の分析 

○実践事例集（骨子案）の作成 
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４ 研究概要 

本研究は、講師指導などの基礎研究を踏まえ調査研究協力員による自立活動

の視点に着目した ICT 機器利活用の授業実践を行うものである。また、その実

践事例を「自立活動の区分」、「主体的・対話的で深い学び」の観点から分析す

るとともに、成果をモデルケース（実践事例集）として整理する。作成した事

例集は千葉県総合教育センターのホームページなどで公開し、特別支援教育に

おける ICT 機器の効果的な利活用の推進を図ることを目的とする。同時に、研

究成果の継続検証のための推薦研修を企画する。  

５ 本年度の取組 

（1） 調査研究協力員会議（令和７年度 年３回開催） 

ア 有識者指導・助言 

第１回調査研究協力員会議（令和７年６月 27 日）   

研究概要確認、今年度の研究計画について  

講師講話「特別支援教育における ICT 機器の利活用について 2025」 

第２回調査研究協力員会議（令和７年 11 月 28 日） 

実践事例集の有効性について、協力校での実践における成果について 

（グループ協議）、協力員アンケートについて  

第３回調査研究協力員会議（令和７年１月 30 日） 

研究報告 

講師講話「これからの特別支援教育における ICT 機器の利活用」 

イ 講師、調査研究協力員及び調査研究協力校  

  ○講師 

独立行政法人 国立特別支援教育総合研究所 情報・支援部 

織田 晃嘉 主任研究員（令和６、７年度） 

 ○調査研究協力員  

県教育庁教育振興部特別支援教育課 指導主事 篠原 千尋（令和６年度） 

〃         指導主事 宮負 邦智（令和７年度） 

県立千葉盲学校          教諭   栗原 隆司     

県立千葉聾学校          教諭   神子友里恵      

県立千葉特別支援学校       教諭   野村裕美子 

県立銚子特別支援学校       教諭   西山  力 

県立四街道特別支援学校      教諭   林  智也  

○調査研究協力校における授業実践 

令和７年度 

（２年次） 

○調査研究協力員会議の実施 

【年間３回】 

・６月 27 日・11 月 28 日・１月 30 日 

○調査研究協力校における授業実践と実践事例の収集 

（所員による授業参観と検討会） 

○実践事例の傾向分析 

○実践事例集（モデルケース）の作成 

〇調査研究協力員への聞き取り 

○成果物の Web アップ、広報資料作成 

〇研修など、効果検証の計画と準備 
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習志野市立袖ケ浦東小学校     教諭   吉田 仁美  

関宿市立関宿中学校        教諭   笹川 大介 

香取市立小見川中央小学校     教諭   方波見 直也 

山武市立山武中学校        教諭   根本 和幸  

市原市立辰巳台西小学校      教諭   小野 美咲  

  ＊講師及び調査研究協力員は、原則、令和６年度から令和７年度の２年間

である。 

○調査研究協力校 10 校（協力員の所属校が兼ねる） 

（2） 学校訪問と実践事例集等収集 

 ア 所員による学校訪問 

   所員が令和７年６月～９月にかけて、研究協力校 10 校を訪問し、授業参

観、授業後の検討会を行った。検討事項は主に以下の２点とした。 

(ｱ)児童生徒の実態と状況に合わせ、自立活動の視点に着目した ICT 機器の 

利活用を行っているか。（６区分 27 項目との擦り合わせ） 

  (ｲ)自立活動の視点に着目した ICT 機器の利活用が、主体的・対話的で深い

学びや授業目標の達成に寄与しているか。 

学校訪問及び検討会の内容を踏まえ、協力員の授業実践を基盤として、

実践事例（アイデア集、指導案例）の作成を行うことを依頼した。  

イ 実践事例集等収集 

令和６年度については、令和７年３月時点で協力校１校につきアイデア

集、指導案例共に１事例の提出があった。令和７年度は、既に提出済みの

事例も含め、アイデア集、指導案例共に２～３事例の提出を依頼した。な

お、昨年度提出済の事例については、実践を踏まえて改訂を加えたものを

再提出してもらうこととした。 

令和７年９月 30 日までに、研究協力校より以下の実践事例を収集した。  

(ｱ) アイデア集 提出：43 例 

(ｲ) 指導案例  提出：26 例 

  ＊令和７年度に収集したアイデア集においては、内容の重複等を精査した

結果、実践事例集に掲載したのは 40 例とした。 

（3） 収集した実践事例の分析 

ア 自立活動の区分による傾向 

収集した実践事例について、 

自立活動のどの区分に該当する 

指導内容であるかを分析した。 

分析対象とした事例はアイデア 

集 40 例および指導案例 26 例 

の計 66 例である（図１）。 

なお、１つの事例に複数の 

自立活動の区分が含まれている場合には、それぞれを個別にカウントして

集計を行った。 

(ｱ) アイデア集の傾向（図２、図３） 

・総事例数（アイデア）：40 例 

・区分の総出現数：74（※１アイデアが複数区分に該当しうる） 

・1 アイデアあたり平均該当区分数：1.85（= 74 / 40） 

・区分別の出現割合（n=74） 

図１ 指導案例、アイデア集の提出障害種一覧 
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心理的な安定：28 件（37.8%） 

コミュニケーション：18 件（24.3%） 

環境の把握：14 件（18.9%） 

人間関係の形成：６件（8.1%） 

身体の動き：６件（8.1%） 

健康の保持：２件（2.7%） 

・上位３区分（心理的な安定・環境の把握・コミュニケーション）で  

合計約 81.0%。取り組みやすく効果を実感しやすい領域にアイデアが

強く集中していることが伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 指導案例の傾向（図４、図５） 

・総事例数：26 例 

・区分の総出現数：62（※1 事例が複数の区分に該当している） 

・1 事例あたり平均該当区分数：2.38（= 62 / 26） 

・区分別の出現割合（n=62） 

心理的な安定：16 件（25.8%） 

コミュニケーション：15 件（24.1%） 

環境の把握：13 件（20.9%） 

人間関係の形成：９件（14.5%） 

身体の動き：７件（11.2%） 

健康の保持：２件（3.2%） 

・上位３区分（心理的な安定・コミュニケーション・環境の把握）で  

合計約 70.8%を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 自立活動の区分 アイデア集の割合 

図３ 自立活動の区分 アイデア集の出現数 

図４ 自立活動の区分 指導案例の割合 

図５ 自立活動の区分  指導案例の出現数 

81% 
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(ｳ) アイデア集、指導案例を合わせた傾向（図６、図７） 

・合算総出現数：136（= 62 + 74） 

・１件あたり平均該当区分数：2.06（= 136 / 66） 

１件あたり約２区分が同時に扱われる複合的支援の傾向。  

・区分別合算件数・割合（n=136） 

心理的な安定：44（32.3%） 

コミュニケーション：33（24.2%） 

環境の把握：33（19.8%） 

人間関係の形成：15（11%） 

身体の動き：13（9.5%） 

健康の保持：４（2.9%） 

・上位３区分（心理的な安定・コミュニケーション・環境の把握）で  

合計約 76.3%を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｴ) 考察 

自立活動の視点に着目した ICT 機器利活用の実践例では、自立活動の

６区分のうち「心理的な安定」「コミュニケーション」「環境の把握」の

３区分に出現が集中し、全体の約 76%を占めた。これは、ICT 機器の利活

用が安心感の確保、意思伝達、状況理解といった学習の基盤形成に有効

であることを示している。 

一方、「人間関係の形成」「身体の動き」「健康の保持」は比率が低く、

特に「健康の保持」の出現率が低い。しかし、障害種によってはこれら

の内容を踏まえた実践を行うことは十分に考えられる。今後は ICT 機器

利活用の理解や解釈を広げることで、今回実践の少ない区分についても

活用の広がりが期待できることを示唆している。 

 

イ 主体的・対話的で深い学びとの関連 

(ｱ) アイデア集、事例集からの傾向 

独自に再構成した観点表を使用し、本研究で収集した 66 事例（アイ

デア集 40・指導案例 26）について、「主体的・対話的・深い学び」の３

観点の実現を◎／○／－で読み取った。表１、図８で示す通り、「主体的」

では◎=32、○=31、－=３であり、◎または○の到達率が 95.5%と高水準

図６ 自立活動の区分  
指導案例＋アイデア集合算の割合  

図７ 自立活動の区分   
指導案例＋アイデア集合算の出現数  
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であった（◎単独は 48.5%）。「対話的」では◎=18、○=28、－=20 で、到

達率は 69.7%（◎は 27.3%）、「深い学び」では◎=9、○=32、－=25 で、

到達率は 62.1%（◎は 13.6%）にとどまった。 

◎=２点、○=１点、－=０点とした達成指数（0–2）で比較すると、「主

体的」＝1.44（71.97%）、「対話的」＝0.97（48.48%）、「深い学び」＝0.76

（37.88%）であり、観点間に明確な差が見られた。 

図９は「顕著（◎）」に限って観点間の強みを示すもので、「主体的」

の優位性が明快である。「対話的」「深い学び」の順で顕著な事例の報告

数が達成状況に対して低くなっていくことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 考察 

今回収集した自立活動の視点に着目した ICT 利活用の事例では、「主

体的・対話的で深い学び」が幅広く実現していることが数値から確認で

きた。「主体的」では◎＋○が 95.5%と最も高く、未達率（－）は 4.5%に

とどまる。顕著（◎）の出現率も 48.5%であり、関連性の高さが示唆され

る。一方、「対話的」は◎＋○が 69.7%、深い学びは 62.1%と、達成率は

階段状に低下し、顕著（◎）の割合も順に減少、未達率は増加する傾向

が見られた。    

このことから、ICT 機器の利活用は、主体的な学びに強く寄与し、対

話的・深い学びにも一定の関連性を示すものの、後者についてはまだ表

面的な実践にとどまっていると考えられる。対話的な学びや深い学びの

実現には、ICT 機器の活用だけでなく、対話場面の設計や探究的な目標

設定など、授業構成の工夫が不可欠である。 ICT は目的ではなく手段で

あるという前提を踏まえ、授業改善と並行して活用を進める必要がある。 

なお、今回の分析から、特別支援教育における ICT 機器の利活用は、

学びへのアクセシビリティを高め、主体性を顕著に引き出す効果を持つ

観点 ◎ ○ ー 合計 ◎率 ○率 ー率
達成指数

(0-2)

達成指数割合

(0-100%)
到達(◎or○)

主体的な学び 32 31 3 66 48.5% 47.0% 4.5% 1.44 71.97% 95.5%

対話的な学び 18 28 20 66 27.3% 42.4% 30.3% 0.97 48.48% 69.7%

深い学び 9 32 25 66 13.6% 48.5% 37.9% 0.76 37.88% 62.1%

図８ アイデア集、指導案例の観点別  
（主体的・対話的・深い学び）達成状況の割合  

図９ アイデア集、指導案例の観点
別（主体的・対話的・深い学び）達成
状況【顕著】の件数  

表１ 主体的、対話的で深い学びに関する集計結果 

９５.５％  

６９.７％  
６２．１％  
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ことが確認された。これは、主体的・対話的で深い学びへの扉を開く重

要なきっかけとなることを示唆している。  

                 

(4) 成果物（実践事例集）発行 

 ア 作成の目的と位置づけ 

  本事例集は、特別支援教育における自立活動の視点に着目した ICT 機器

の利活用を通じて「主体的・対話的で深い学び」を実現するための実践知を

共有することを目的として作成した。公開は、千葉県総合教育センターのホ

ームページ上を基本とする。また、今後実施する推薦研修に資する基礎資料

としての役割も担う。 

イ 全体構成と特徴 

本事例集は、ICT 機器の利活用による学び 

の充実を目指し、次の４章で構成する。 

・第１章では、 ICT 機器の利活用の基本的な 

考え方を整理し、特別支援教育における 

活用の意義を示すとともに、「自立活動の 

視点に着目した ICT 機器の利活用」の概念 

を明確化した。 

・第２章では、収集した 66 事例を「指導案 

例」と「アイデア集」に分類し、再現性の  

ある形で提示した。各事例には、障害種、 

自立活動の区分、 ICT 機器の利活用ポイン 

ト、成果、留意点、イラストや写真等を 

整理した。指導案例については、単元計画 

やねらい、授業展開なども盛り込み、現場 

での導入に役立つ情報とした。 

・第３章では、実践を支えるツール類を紹介  

した。自立活動フローシートや授業での 

ICT 活用チェックリスト、事例で使用され 

た機器・アプリの一覧、用語解説等を掲載 

し、現場での利活用を容易にする構成とした。 

・第 4 章では、参考資料や関連 Web サイト、 

県外教育センターの情報を整理し、 ICT 

機器の利活用に関する情報へのアクセス 

を支援する。随所にコラムやイラスト等 

を配置し、現場での疑問や課題に応える 

構成とした。 

ウ 活用の見通しと期待される効果 

本事例集は、千葉県総合教育センターの 

ホームページで公開し、県内外の教職員が自由 

に閲覧できるようにすることで、自立活動の 

視点に着目した ICT 機器の利活用に関する情報共有を促進する。これによ  

り、特別支援教育における ICT 利活用の実践が広く普及し、現場での主体

的・対話的で深い学びの実現や学びの質的向上に資することを期待している。

さらに、次年度以降、県内の特別支援学校および小・中学校の代表者を対象

図 11 実践事例集アイデア集例  

図 10 実践事例集指導案例  

図 12 実践事例集 Q＆A 
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とした推薦研修を企画・実施する。 

（詳細は (6)参照）研修では、本事例集 の 

活用方法を検討するとともに、参加者による  

情報交換や新たな実践事例の作成を行い、 

事例集の継続的な充実を図る。 

また、本事例集が多くの教職員の目に留ま  

るよう、次年度以降の広報活動も積極的に 

行う。 

(5) 調査研究協力員への聞き取り 

ア グループ協議での意見 

令和７年 11 月 30 日（金）の第２回調査研究協力員会議において、協力

員同士のグループ協議を行った。Ａ（小・中学校の特別支援学級の教員）、

Ｂ（特別支援学校の教員）の５名ずつ２つのグループに分かれ、下記の２つ

のテーマについて意見交換を行った。協議における参加者の代表的な意見

については次の通り。 

(ｱ) テーマ①「実践事例集（仮）」への意見や改善点について」 

  視点１：ICT 機器利活用の推進に寄与する内容となっているか  

  視点２：自立活動の視点からの ICT 機器利活用について、理解と啓発

につながる内容となっているか 

 【協議における参加者からの代表的な意見】 

 〇グループＡ 

  

 

 

 

 

 

 

〇グループＢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) テーマ②「自立活動の視点による ICT 機器の利活用から見られた生徒

の変容について」 

   視点１：主体的、対話的で深い学びの姿が見られたか  

   視点２：教科の目標などへのせまり（学びへのアクセスの向上）が  

見られたか 

 

 

・機器の扱いが得意な人には実践集は必要ない。よって、初心者の方
にも分かる丁寧なものがよい。 

・「検索方法に『自立活動の区分』が入っているとよい。むしろそれ
がマストなのでは。」 

・「自立活動を中心とした、情報へのアクセスのしやすさが重要。」 
・「ICT が苦手な人や経験不足の人にとって、分かりやすさ、探しや

すさは大切であると思う。」 

・「自立活動の視点は難しかった。普段、自立活動を意識して ICT を
活用することができていなかったが、６区分２７項目をきちんと
見ていくと、自分の実践がこれに当てはまるな、と考えることがで
きた。」 

・「ICT 機器を活用しながら、自立活動の視点をもつことは難しい。」 
・「ケースが近い人にとっては読みやすく分かりやすい。そうではな

い生徒を担当していると読むのは大変かも。」  
・「新しいアプリもあるが、地区によって『使える』『使えない』が別

れる。管理職の許可が必要で、手続きが煩瑣である。」 

図 13 実践事例集コラム  
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【協議における参加者からの代表的な意見】 

 〇グループＡ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇グループＢ 

 

 

 

 

 

 

 

イ アンケート調査 

  グループ協議と同様に、令和７年 11 月 30 日（金）の第二回調査研究協

力員会議において、調査研究協力員にアンケートを実施した。対象は調査

研究協力員 10 名で、回答率は 100％であった。（n=10）「１ 実践事例集」

に関しての質問が６項目、「２ ICT 機器利活用の視点」に関しての質問が

10 項目、「３ 次年度の研修」に関しての質問が１項目の計 17 項目につい

て回答を依頼した。 

(ｱ) 実践事例集に関して（図 14） 

・（問１）実践事例集は「ICT 機器利活用の意義理解に参考になる」との

回答が全員一致で得られた。 

・（問２、問４）「自立活動の視点が具体的に示されている」「研修等に活  

用できる」との肯定的評価が多 

い。 

・（問３）一方「ICT 機器の利活用 

者増加につながるか」について 

は 「 や や そ う 思 う 」 の 意 見 が 

「 そ う 思 う 」 を 上 回 り 、 導 入 

効 果 へ の 期 待 度 に は 幅 が あ る 

ことが分かった。 

・（問５）自由記述では、通常学級 

でも活用可能な点、生成 AI の 

活 用 、 視 覚 特 別 支 援 学 校 で の 

創 作 活 動 な ど 、 多 様 な 事 例が 

参考になったとの意見が寄せら 

れた。 

 

・「Zoom を使って学校と自宅をつなぎ、週 1 時間だけ合同授業を実
施した。」 

・「提示する角度を調整したり、スタイラスペンの太さやグリップを
調整したりすることで、生徒の自発的な動きが見られた。」 

・「ICT を使うことで、煩雑な作業を減らし、学習の本質に集中でき
た。」 

・「２人１組で活用することが定着しており、リードする子、ついて
いく子など様々であるがそれぞれが主体的に学んでいる。」  

・「ICT の活用により、教科学習へのアクセスと、友達とつながるこ
とでの学習へのモチベーションが向上した。」  

 

・「児童がお客さんを招く側となり、主体的に取り組めた。交流級が
ほめてくれた場面も。」 

・「書くことが難しい生徒が、タブレットを使うことで小説を書ける
までになった。音声入力も活用した。」  

・「教師に自分から『使っていいですか』と尋ね、自分で調べて学習
する様子が見られた。」 

・「ICT を使って作ったものをとおして、対話を引き出した。」 

図 14 研究協力員アンケート  
【実践事例集に関するアンケート】  
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・（問６）改善点としては、検索 

方法の工夫、チェックリスト 

の充実、授業内容の明示など 

が挙げられ、今後の改善に向 

けた示唆となった。 

(ｲ) ICT 機器利活用の視点に関して（図 15） 

・全体を通して、「あまりそう思 

わない」「そう思わない」など 

の否定的な回答は見られなかっ 

た。 

・（問７） ICT 機器の利活用は 

「日常化している」との回答 

が全員から得られた。 

・（問８）教科指導の視点（視点 

①）については「できた」「や 

やできた」が半々であり、一定 

の理解が進んでいる。 

・（問９）自立活動の視点（視点②）については「できた」が８人と高評  

価で、基礎研究の成果が表れ障害の特性に応じた活用が進んでいる。 

・（問 10、問 11）ICT 利活用が児童生徒の主体的・対話的で深い学びに 

つながっていると全員が肯定し、昨年度から今年度にかけて変容が見  

られたとの回答が得られた。 

 ・（問 12）具体的変容の姿について 

の自由記述では、「主体的」「対話 

的」「深い学び」の観点から、それ 

ぞれ以下のような具体的な姿が報 

告された。（抜粋） 

また、自由記述からキーワード 

を読み取った集計では、図 16 の 

とおり、「主体的」に関わるキー 

ワードの出現が 11 と、「対話的」、 

「深い学び」よりも多く見られた。 

○（問 12）自由記述抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主体的】  
・ICT を活用して、自己を知ったり振り返ったりすることで、次の目標に

つなげることができた。 
・いつもなら分からないと固まっていた生徒が、自分からタブレット（ク

ロームブック）を使って「調べていいですか」と言ってきた。 
・学習に意欲をもって、自分で取り組めるようになった。  
・授業の中で疑問に思ったことについて、すぐに教師に聞くのではなく

タブレット端末を使って自分で調べようとする習慣が付いた。  
・データをまとめ、水族園の準備をする際、意欲的に取り組んだりクラス

の友達と協力して活動したりしようとしている姿に主体性を感じた。  

図 15 研究協力員アンケート  
【ICT 機器利活用に関するアンケート】  

図 16 研究協力員アンケート  
自由記述におけるキーワード出現数  
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ウ グループ協議、アンケート結果を通しての考察 

グループ協議および協力員アンケートの結果から、自立活動の視点に着

目した ICT 機器の利活用が、主体的・対話的で深い学びの実現に寄与する

傾向が確認された。特に、ICT 機器の利活用によって自己調整や自発的な

探究、意思伝達の円滑化、学習内容の文脈化等が促進されていることが自

由記述からも読み取れる。具体的には、児童生徒がタブレットを用いて自

ら調べる、友達と画面を共有して説明する、学んだことを他場面で活用す

るなど、学びの質的変容を示す報告が複数見られた点は重要な成果である。

ただ、「対話的」「深い学び」の項目については記述数も少なく、顕著な取

組であるという読み取りは難しいように感じられた。これらの結果は、数

値分析で示された傾向（主体的＞対話的＞深い学び）と整合しており、ICT

機器の利活用が主体的な学びに強く寄与する一方、対話的・深い学びの実

現には、対話場面の設計や探究的な目標設定など、授業構成の工夫が不可

欠であることが示唆された。ICT は目的ではなく手段であるという前提を

踏まえ、授業改善と並行して活用を進める必要がある。  

また、実践事例集については、「学校種を越えた事例が参考になる」「ア

イデア集やチェックリストが活用しやすい」「自立活動の視点が明記され

ていて目的に合致しているか判断しやすい」といった肯定的意見が多く、

研修や授業改善への有用性が示唆された。  

(6) 推薦研修の計画（令和７年度計画、令和８年度以降実施）  

ア 推薦研修名 

 「特別支援教育における ICT 機器利活用研修-自立活動の視点に着目した 

主体性を引き出す授業づくり-」 

 

【深い学び】 
・振り返り場面で、「やった」「作った」など、直近の自分の行動を単発で

答える子が、「～が来て、うれしかった」「～を買ってくれた」「～が難
しかったけど、頑張った」など自分のことを細かく考えられるようにな
った。 

・授業で学んだことを、他の場面で質問したり、活用したりする場面が見
られた。 

・水族園をオープンして、タブレットの写真や動画が発表の完成度を上
げ、児童にとっても満足度の高い教科的なねらいにもせまる単元とな
った。 

【対話的】 
・生単・言葉をパワーポイントで学習する活動では、テレビを見ながら友

達同士で考え合ったり、上級生が下級生にヒントを出したりと、子供達
同士で考え、伝え合うことが増えた（対大人だけでなく）。  

・友達と考えを伝え合う際、自然とタブレット画面を持ちあって見せあ
ったり、図形を動かしながら説明をしたりする姿がありました。自分の
考えが、分かりやすく伝えられているようで、友達に分かってもらえた
充実感を感じている子もいました。 

・交流学級の友達が来てくれた時、支援級の児童が ICT 機器を使いなが
ら発表し、それを見た友達が感想や意見を伝えるといった対話が生ま
れた。 
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   イ 目的 

  (ｱ)県内において、特別支援教育における自立活動の視点に着目した ICT 機

器の利活用を推進し、主体的・対話的で深い学びを実現していく人材の

育成 

(ｲ)調査研究の成果物である実践事例集の有効な活用について検討すると

ともに、新たな実践事例を作成し追加することで実践事例集のさらな

る充実を推進する。 

  ウ 参加者 

    県内の特別支援学校 42 校より１名ずつ、各教育事務所から２名ずつの

計 54 名程度が参加（予定）。 

エ 推薦要件 

各学校及び教育事務所内において、特別支援教育における ICT 機器の

利活用等の推進を担当する立場にあるもので、当研修の内容を積極的に

伝達、実践することができるもの。 

オ 具体的内容 

  (ｱ) 講話 

a 「特別支援教育における ICT 機器利活用 -自立活動の視点に着目 

して-」 

講師：研究者等専門家 

b 「ICT 機器利活用実践事例の報告」 

講師：当調査研究協力員若干名 

(ｲ) 演習・対話・リフレクションなど 

a 参加者による情報交換や自校指導事例の報告 

    b 実践事例追加案検討、作成 など 

カ 実践事例集の有効性についての検証の方法 

  a 推薦研修参加者への説明 

  b 参加者の各校での周知と意見集約 

  c アンケート調査による各校での様子の把握 

  d 各校による有効な事例の提出 

  e b～d を受けての実践事例集の改訂 

    上記の取組を数年間繰り返すことで、現場での実践事例集の周知と活用、

ICT 機器利活用の推進などについて有効性を継続して検証するとともに、

改訂により実践事例集の充実を図る。 

 

６ 研究のまとめ 

(1) 成果 

本研究では、質問紙調査と調査研究協力員の実践等により、主に次のよう

な有効性が示された。    

ア ICT 機器の利活用による自立活動の効果 

収集した実践事例の分析により、自立活動の視点に着目した ICT 機器の

利活用では、「心理的な安定」「コミュニケーション」「環境の把握」の上

位３区分が約 76.3％（104 件／136 出現）を占めていることが分かった。 

この結果は、ICT 機器の利活用が安心感の確保、状況理解、意思伝達と

いった学習の基盤形成に有効であることを示している。  

一方、下位３区分（人間関係の形成・身体の動き・健康の保持）は合算
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で 23.7％（32 件／136 出現）にとどまり、相対的に扱いが少ない。これ

は、ICT 機器の基本的な利活用では活用場面を想定しにくい、または操作

性の課題がある分野であることが予想される。ただし、少数ながら事例が

報告されていることから、これらの事例を参考にすることで、活用の可能

性が広がる余地が示唆される。 

さらに、紙や具体物など従来の指導では改善が難しかった困難に対して

も、タブレット型端末や各種アプリ等の ICT 機器の利活用は新しい可能性

を開く手立てとなり得る。特に、上記３区分で困難を抱える児童生徒に関

しては、積極的な利活用を行うことで、学習上または生活上の困難を大き

く改善する可能性が示唆された。 

 

イ 主体的・対話的で深い学びの実現との関わり 

66 例の実践事例の分析（主体的・対話的・深い学びの観点によるチェ

ック）から、自立活動の視点に基づく ICT 機器の利活用が、児童生徒の

「主体的に学習に取り組む姿」「対話的な姿」「深い学び」の実現に寄与す

る傾向が確認された。 

３つの観点全てで一定の達成が見られたが、「主体的な学び」が最も高

く（◎＋○＝95.5%）、次いで「対話的な学び」（69.7%）、「深い学び」（62.1%）

の順であり、観点間に差があることが示された。これにより、ICT 機器の

利活用は、特に「主体的な学び」の実現に効果的であることが確認された。 

この結果は、自立活動の視点が作用し、安心感の確保や状況理解といっ

た学習の基盤が高まったことが要因と考えられる。一方で、「対話的な学

び」「深い学び」の達成率は「主体的」には及ばず、ICT 機器の利活用のみ

では十分でない。単元構成や発問など、授業設計上の工夫が不可欠である

ことが示唆された。これは、ICT 機器の利活用が学習指導の目的ではなく

手段であるという観点からも重要な視点である。さらに、アンケートの自

由記述からも、タブレットを用いた自発的な調べ学習や振り返りの質的

向上など、多様な変容が確認された。以上から、ICT 機器の利活用は「主

体的・対話的で深い学び」の実現に有効であるが、効果的な利活用には児

童生徒の特性や環境に応じた適切な選択と教師の授業構成の工夫等が求

められる。 

   

ウ モデルケース（実践事例集）の効果 

アンケート結果より、実践事例集は、「自立活動の視点に着目した ICT

機器利活用の意義理解に参考になる」との回答が協力員全員から得られ、

研修や授業改善への活用可能性が高いことが示された。特に、自立活動の

視点を明示した事例の構成や、用語解説、チェックリスト等の付録が「目

的に合致していて使いやすい」と評価され、学校種を越えた事例の掲載も

参考になるとの意見が多かった。 

これらの結果から、事例集は ICT 機器利活用の普及と自立活動の理解促

進に有効な成果物であると考えられる。  

 

(2) 課題 

  ア 自立活動の理解について 

自立活動の指導に関する基本的理解が不十分な場合、ICT 機器の利活用
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に自立活動の視点を取り入れた実践は困難であることが分かった。協力員

会議での協議では、自立活動を教科のように網羅的に指導するものと捉え

ているなど、誤った認識が定着している職員が多いことも示唆された。し

たがって、ICT 機器の利活用の推進と並行して、自立活動の指導に関する

理解促進と実践の充実を図る必要がある。  

イ モデルケース（実践事例集）の有効性について  

本研究では、研究協力校 10 校のみの実践事例に基づく分析であり、事

例数が限られ、対象に偏りが見られた。特に、特別支援学校からは主要５

障害について各 1 校のみの事例であり、十分な検証には至っていない。こ

のため、自立活動の視点による ICT 機器の利活用が主体的・対話的で深い

学びの実現にどの程度有効であるかについて、現時点では限定的な示唆に

とどまる。また、特別支援教育おける「深い学び」の実現については、解

釈が難しく、今後具体的な実践研究が待たれるところである。自立活動の

視点に着目した ICT 機器の利活用が、その実現に向けた扉となり得るこ

とは、本研究により示されたところである。  

 

(3) 今後に向けて 

令和８年３月末に、千葉県県総合教育センターのホームページで「特別支

援教育における ICT 機器の利活用に関する実践事例集」を公開する。また、

次年度からは推薦研修として「特別支援教育における ICT 機器利活用研修―

自立活動の視点に着目した主体性を引き出す授業づくり―」を実施する。校

種や障害種の多様性を確保した事例の収集と、継続的な検証を通じて実践事

例集の有効性をより精緻に探っていくともに、実践事例集のアップグレード

を図る。 

これらの取組を通じて、自立活動の視点を踏まえた ICT 機器利活用の実践

を県内全域に広げていく。本研究および成果物が、県内の特別支援教育に携

わる教員の専門性向上に資することを期待している。  
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テーマ 特別支援教育における主体的・対話的で深い学びを実現するための ICT 機器の利活用に関する研究  

～自立活動の視点に着目して～  

研究対象校 小・中学校（特別支援学級）、特別支援学校  

研究領域  特別支援教育 ICT 教育 学習指導法  教材教具  

 

 特別支援教育における自立活動の視点に着目した ICT 機器の利活用が、主体的・対話

的で深い学びの実現や資質、能力の育成など、児童生徒の学びをどのように深めているか

を分析する。  

また、実践事例の公開により、特別支援教育における ICT 機器の効果的な利活用の推

進を図る。 

 

【検索語】特別支援教育、ICT、主体的・対話的で深い学び、自立活動、特別支援学級  

     アイデア集、指導案、実践事例集、 GIGA スクール構想、デジタル学習基盤  
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